
自己点検・自己評価（2022年度）

千駄ヶ谷日本語教育研究所グループ

千駄ヶ谷日本語教育研究所付属日本語学校

　5：達成している　4：ほぼ達成している　3：どちらともいえない　2：取り組みを検討中　1：改善が必要

　1.教育理念・目的等 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 評価

　　1-1　理念・目的・育成人材像は定められているか 5

　　1-2　学校の特色を理解しているか 5

　　1-3　学校の将来構想を抱いているか 5

　　1-4　理念に基づく教育が行われているか 5

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　千駄ヶ谷日本語教育研究所グループの教育理念は、以下のとおりである。

　１　すべての国の人々が、わかりやすい日本語を使って日本語を効率よく楽しく学ぶための出会いの場を

　　　提供する。

　２　多様化する国際社会の中にあって、相互理解のための有能な才能の育成をはかる。

　３　日本語教育を通して、国際交流をはかり、国際親善の一翼を担う。

　このグループの教育理念は、1975年、当研究所創立以来変わっていない。千駄ヶ谷日本語教育研究所付属日本語学校はグループ

の教育理念を一貫して追求している。2022年度はコロナ禍の中、入国制限が緩和されたことからオンライン授業を対面授業に切替

えたことで、教育理念を十分に達成できる環境が整った。その結果、2022年度の進学実績は、前年度よりもよい。

　当校は、大学院進学のための教育を行っており、当校の学習者は、各界のリーダー的存在となる人材である。

「有能な才能の育成をはかる」ことはまさに当校の使命である。2023年度は、この使命をさらに果たすべく、国の方針に基づく

カリキュラムの改定に取り組んでいる。また、オンラインで自主的に学べる教材を作成し、活用している。昨年度まで掲げていた

将来構想である、教育の質の維持向上、ICT化の促進、国内外の大学等との連携は、変わらずに行う。

　2.学校運営 評価

　　2-1　学校の理念・目的の達成に沿って運営方針が定められているか 5

　　2-2　学校の理念・目的の達成に沿って事業計画が定められているか 5

　　2-3　運営組織や意思決定機能は確立され、効率的なものになっているか 5

　　2-4　人事や賃金での処遇・職場環境の改善に関する制度は整備されているか 5

　　2-5　情報システム化等による業務の効率化が図られているか 5

　　2-6　学校運営を客観的に評価し、維持向上させる機能が整備されているか 5

　　2-7　危機管理体制は整備されているか 5

　　2-8　施設・設備は教育上の必要性及び学生の安全確保に十分対応できるよう学校教育法に基づき

　　　　  整備されているか

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　運営方針、事業計画については、取締役会で決定され、現場の学校運営は、校長と事務長が統括し、方針・計画に基づき、教務

部門と事務部門の二部門体制で行われる。両部門にはそれぞれの部長・主任がおり、両部門の現場を統率する。情報のシステム化

は、グループ全体で質の向上を図っている。昨年度は、オンライン授業に必要なスペックのコンピューターを必要台数購入した。

施設・設備は法務省告示基準に従っている。修繕等は施設管理担当が行っている。処遇・職場環境の改善は、総務部長が中心とな

り対処している。防災などの危機管理であるが、防災管理者を置き、学校として定期的に避難訓練を行うことになっている。緊急

連絡網も定まっている。

評価項目作成：東京都専修学校各種学校協会　各種学校振興部会　日本語教育振興委員会

「日本語教育機関の告示基準」「日本語教育機関の告示解釈基準」も参照の上作成

5



自己点検・自己評価

千駄ヶ谷日本語教育研究所グループ

千駄ヶ谷日本語教育研究所付属日本語学校

　5：達成している　4：ほぼ達成している　3：どちらともいえない　2：取り組みを検討中　1：改善が必要

　3.教職員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 評価

　　3-1　教育理念・目的が教職員間で共有されているか 5

　　3-2　教育の質を向上させるための取り組みが確立されているか 5

　　3-3　教職員評価を行っているか 3

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　グループ全体の新人教職員に対する研修で、グループの教育理念・目的について学ぶ。その後も部門別会議等、折に触れて教育

理念・目的について確認するので、その内容は十分に共有されている。

　新人教職員の配属初日には、校長による訓示がある。その後、各部門の部長により業務の説明を受け、先輩教職員によるOJTが

行われる。また、教職員の業務に問題がある場合は、部門長が個別指導を行う。教員には、グループ全体で研修体制が確立してい

る。初任講師のフォローアップ研修、現職者研修、教員間で情報共有をする教師連絡会など学校全体が学びの

集団となるように整備されている。一昨年グループ全体の教員研修チームを創設した。現在、そのチームのメンバーに対しての研

修を定期的に行い、研修能力の向上を図っている。専任の教職員に対する評価は半期ごとの人事評価で行っている。現在、非常勤

教員に対する評価制度は検討中である。

　4.教育活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 評価

　　4-1　カリキュラムは体系的に編成されているか 5

　　4-2　授業評価の実施・評価体制はあるか 5

　　4-3　目標に向け授業を行うことができる要件・資質を備えた教員を確保してるか 5

　　4-4　成績評価、新旧判定、修了判定は適切に行われているか 5

　　4-5　各種日本語試験の認定率向上のための指導体制は整っているか 5

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　大学院進学という当校の目標達成のためのカリキュラムが、初級から上級まで綿密に組まれている。各クラスには担任が     

おり、教務主任、教務部長がクラスのカリキュラムの進捗状況、授業評価を行っている。各担当教員は文化庁届出受理校で

あるグループの養成講座修了者がほとんどである。この養成講座は、現場での実践力の育成を重視しており、修了者は新人

講師であっても教育能力は高い。目標達成のための教員の資質にはまったく問題はない。成績の評価は学期の間に行うテス

ト等の結果をもとに行う。進級の判断は、教務部長およびレベルを統括するレベル担任で行っている。卒業時の修了レベル

判定は、在籍時の成績、出席状況等でなされる。各種日本語試験の指導は、中級から中上級レベルの間に、授業内で行うよ

うにカリキュラムが編成されている。授業評価については、半期ごとに授業アンケートを実施している。評価に問題がある

場合は、研修担当者による面談および研修を行っている。

評価項目作成：東京都専修学校各種学校協会　各種学校振興部会　日本語教育振興委員会

「日本語教育機関の告示基準」「日本語教育機関の告示解釈基準」も参照の上作成



自己点検・自己評価

千駄ヶ谷日本語教育研究所グループ

千駄ヶ谷日本語教育研究所付属日本語学校

　5：達成している　4：ほぼ達成している　3：どちらともいえない　2：取り組みを検討中　1：改善が必要

　5.学生支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 評価

　　5-1　進学・就職指導に関する体制は整備され、有効に機能しているか 5

　　5-2　学生相談に関する体制は整備され、有効に機能しているか 5

　　5-3　学生の心身の健康管理・事故・怪我サポートを担う体制があり、有効に機能しているか 5

　　5-4　学生寮等、学生の生活環境への支援は行われているか 5

　　5-5　保護者と適切に連携しているか 5

　　5-6　卒業生への支援体制はあるか 5

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　当校は進学率が高く、進学指導・実績の蓄積が豊富にある。蓄積された情報は次の進学指導に活かされる。個々の学生に

対してはクラスの担任が定期的に面談を行い、進路や生活面についての相談・指導を行っている。

   また、事務部門である学生課は、学生の生活面での相談・指導だけでなく、健康管理や事故や怪我の対応も行っている。

学校直営の寮があり、定期的に職員が巡回して、生活指導や支援を行っている。

　学生に何らかの問題が生じた場合、グループの海外事務所、および学生の保護者へ連絡する、というように連携ができる

体制になっている。場合によっては、留学紹介機関にも連絡し、問題解決のために協力を依頼することもある。

   学校、海外事務所、留学紹介機関の連携体制はできている。卒業生に対しては、卒業後の在留期間更新手続き、修了証明書、

成績証明書の発行や推薦書の作成を行っている。

　6.在留管理と生活指導　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 評価

　　6-1　入国・在留関係の管理・指導と支援が適切に行われているか 5

　　6-2　日本社会を理解するための支援が適切に行われているか 5

　　6-3　我が国の法令を遵守させる指導を行っているか 5

　　6-4　常に最新の学生情報を把握しているか 5

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　入国在留関係及び生活指導は、入学時のオリエンテーションで行うほか、クラスでも随時行う。在籍管理は、法務省の

告示基準に基づき、厳しく行っている。入学時のオリエンテーションでは、遵守すべき社会のルールや日本での生活、学則

について、ケーススタディーも交えて、学生の母語による指導を行っている。感染予防、熱中症予防の対策等注意喚起が

必要な場合は、クラス内での指導、注意点の配信を行っている。学生情報は学生毎にデータを管理し、教職員間で情報が

共有できるようになっている。情報は教職員が随時更新をしている。　　　

  当校は、法務省出入国在留管理庁選定の「在籍管理優良校」である。

　

　7.学生の募集と受け入れ 評価

　　7-1　学生の受入方針は定められているか 5

　　7-2　学生募集活動は、適正に行われているか 5

　　7-3　学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか 5

　　7-4　入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか 5

　　7-5　適正な定員設定及び在籍者数になっているか 5

評価項目作成：東京都専修学校各種学校協会　各種学校振興部会　日本語教育振興委員会

「日本語教育機関の告示基準」「日本語教育機関の告示解釈基準」も参照の上作成



自己点検・自己評価

千駄ヶ谷日本語教育研究所グループ

千駄ヶ谷日本語教育研究所付属日本語学校

　5：達成している　4：ほぼ達成している　3：どちらともいえない　2：取り組みを検討中　1：改善が必要

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　学生の受入れには、グループの教育理念・目的に照らし、日本語学習目的、日本語学習歴、経費支弁能力の三点で問題の

ない学生を受け入れる、という基本方針がある。この方針に従い、学生を選抜している。入学希望者の書類は学生課が適性

かつ公平に審査し、選考手続きを行っている。在校生の学習状況および進学実績等の学校の情報は、ホームページ等に掲載

している。定員は関連法規に従い、在籍者数は定員の範囲内を保っている。主にグループ直営の中国（大連）事務所が、

大学や信頼できる留学紹介機関を厳選して行っている。

　8.財務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 評価

　　8-1　中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか 5

　　8-2　予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか 5

　　8-3　財務について会計監査が適正に行われているか 5

　　8-4　財務情報公開の体制整備はできているか 2

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　当校においては、コロナ禍等における社会情勢を反映し、一時的に留学生の受け入れが滞っていたが、学生数が徐々に

回復している。来年度には定員充足率も通常に戻り、財務基盤も十分に安定する。

　新年度の予算・収支計画については、株主総会・取締役会の場で審議され承認を受けており、有効且つ妥当なものに

なっている。年間一回（３月期）の決算においては適正な会計処理を行い、株主総会・取締役会の場で監査報告がなされ、

承認を受けている。財務情報公開については現在検討中である。

　

　9.法令等の遵守 評価

　　9-1　法令、設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか 5

　　9-2　個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか 5

　　9-3　自己点検・自己評価の実施と、問題点の改善に努めているか 5

　　9-4　自己点検・自己評価結果を公開しているか 5

　　9-5　関係省庁への定期報告を遅延なく実施しているか 5

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　当校は、法令および関係基準の規定を違えることなく運営してきており、関係当局への定期報告等定められた報告も適正に

遅滞なく行っている。個人情報の取り扱いについてはプライバシーポリシーを規定し、個人情報の保護に努めている。

自己点検・自己評価については、定期的な実施と公開している。点検・評価で洗い出された問題点は、PDCAサイクルで改善に

努めている。また、評価の高い項目であっても、よりよい体制・仕組みはないか、随時検証を重ねている。

　10.社会貢献　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 評価

　　10-1　学校の教育資源や施設を活用した社会貢献を行っているか 5

　　10-2　学生のボランティア活動を奨励・支援しているか 2

　〈現状・具体的な取り組み/課題〉

　グループの45年以上培ってきた知財は、オリジナル教材の作成・出版を可能にするだけでなく、他の団体への貢献も可能にする。

日本語教育及び日本語教師養成のための教材を多数出版している。また、文化庁委託事業「ウィズコロナにおけるオンライン

日本語教育実証事業」にも貢献している。毎年川口市から依頼があり、「川口市外国人によるスピーチコンテスト」に審査員とし

て当校教員が参加している。学生のボランティア活動の奨励・支援は、現在、検討中である。

評価項目作成：東京都専修学校各種学校協会　各種学校振興部会　日本語教育振興委員会

「日本語教育機関の告示基準」「日本語教育機関の告示解釈基準」も参照の上作成



自己点検・自己評価

千駄ヶ谷日本語教育研究所グループ

千駄ヶ谷日本語教育研究所付属日本語学校

　〈総括〉

　2019年「日本語教育の推進に関する法律」が公布施行され、法に基づく体制整備が進んでいる。2022年には日本語教育

機関が文科省の認定となるなど、新たな体制がほぼ明らかになった。本年度はその新たな体制に基づいた教育機関とするべく、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教育内容の改定や在留管理・日々の学生管理の更なる徹底などの取り組みを始めた。現在、その取り組みは順調に行われている。

また、コロナ禍で学生数が大幅に減少したが、本年度は徐々に回復してきた。授業形態も全面的に対面授業で行われており、通常

どおりの学校運営がようやく可能になった。

評価項目作成：東京都専修学校各種学校協会　各種学校振興部会　日本語教育振興委員会

「日本語教育機関の告示基準」「日本語教育機関の告示解釈基準」も参照の上作成


